
平成２９年１月１７日（火） 

 

登別市保健福祉部高齢・介護グループ 

登別市介護予防・日常生活支援総
合事業について 

介護事業者向け説明会 
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本日の要点 

１ 国が示す介護予防・日常生活支援総合事業 

 の概要 

２ 登別市の現状 

３ 平成２９年度に実施する登別市介護予防・ 

 日常生活支援総合事業 
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１ 国が示す介護予防・日常生活 
 支援総合事業の概要 

3 



（厚生労働省：介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン（概要）から抜粋） 4 
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総合事業の背景：ニーズの増大と担い手の減少 

 団塊の世代が７５歳を向える２０２５年には、要介護リスクが高く
なってくる後期高齢者（７５歳以上）人口は、増加し続けるが、一方
で、生産年齢（１５－６４歳）人口は継続的に減少し、そのギャップ
は拡大し続ける。 

 単に支援を必要とする高齢者の増加だけでなく、単身世帯・高齢者の
み世帯の増加により、在宅生活を支えるための生活支援ニーズは高齢
者人口の増加以上に、急速に高まってくることが予想される。 

 他方、在宅介護のニーズが増加する中で、それを支える専門職数の増
加は、要介護者の増加に対応できるほどは期待できない。 

 ２０２５年に向けた地域包括ケアシステムの構築は、増加するニーズ
への対応と生産年齢人口の減少という、２つの困難な条件のもとに進
めなければならない。 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング：介護予防・日常生活支援総合事業への移行のためのポイント解説を参照した） 11 



総合事業に求められる発想の転換 

①新たな担い手確保による支援・サービス量の拡大 
 ◆新たな担い手が生活支援を提供 
 ◆高齢者も新たな担い手として期待される 

②総合事業で変わる専門職の役割 
 ◆「一対一」の関係から「一対多」の関係へ 
 ◆生活支援の担い手の多様化で介護人材は身体介護へ 

③時間をかけた住民主体の「地域づくり」 
 ◆「サービスづくり」ではなく「地域づくり」 
 ◆「お互いさま」の気持ちを具体化 

（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング：介護予防・日常生活支援総合事業への移行のためのポイント解説を参照した） 12 



２ 登別市の現状 

・高齢者人口と要支援者数の推計 

・要支援者認定率と要支援者数の推計 

・総合事業の推計（現状維持の場合） 
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登別市の現状① 
高齢者人口と要支援者数の推計 
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登別市の現状② 
要支援者認定率と要支援者数の推計 
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登別市の現状③ 
総合事業費の推計（現状維持の場合） 

・推計では、現行相当のサービスのみを継続した場合、平成３１
年度で事業費が交付金限度額を超過する見込みとなり、制度が維
持できない状況になることが想定されます。 
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交付金の限
度額 



３ 平成２９年度に実施する登別市 
 介護予防・日常生活支援総合事業 
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事業名 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

種別 
第１号訪問事業訪問介護 
（現行の介護予防訪問介護に相当） 

第１号通所事業通所介護 
（現行の介護予防通所介護に相当） 

内容 
身体介護または身体介護を伴う生活援
助 

日常生活上の介護及び機能訓練 

事業の実施方法 
事業者指定 
(みなし指定事業者含む) 

事業者指定 
(みなし指定事業者含む) 

提供主体 指定第１号訪問事業訪問介護事業者 指定第１号通所事業通所介護事業者 

対象者 要支援１・２ 要支援１・２ 

登別市における介護予防・生活支援サー
ビス一覧（平成２９年度） 
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種別 
第１号訪問事業訪問介護 
（現行の介護予防訪問介護に相当） 

第１号通所事業通所介護 
（現行の介護予防通所介護に相当） 

指
定
基
準 

人
員 

【管理者】 
 常勤・専従１人以上（※１） 
 
【サービス提供責任者】 
 利用者４０人ごとに、常勤・専従１人以上 
 
【訪問介護員】 
 常勤換算方法で２．５人以上 
 
 
 
 
 

【管理者】 
 常勤・専従１人以上（※１） 
【生活相談員】 
 専従１人以上 
【看護職員】 
 専従１人以上（※２） 
【介護職員】 
・利用者１５人以下 
  専従１人以上 
・利用者１６人以上 
  利用者５人増す毎に専従１人以上 
【機能訓練指導員】 
 １人以上 

設
備 
①事業運営に必要な広さを有する専用の区画 
②必要な設備・備品 

①食堂・機能訓練室(３㎡×利用定員以上) 
②静養室・相談室・事務室 
③消火設備その他の非常災害に必要な設備 
④必要なその他の設備・備品 

運
営 

①清潔の保持・健康状態管理 
②秘密保持 
③事故発生時の対応 
④休廃止の届出・便宜提供等 
⑤個別サービス計画作成 
⑥運営規定の説明・同意 
⑦提供拒否の禁止  など 

①清潔の保持・健康状態管理 
②秘密保持 
③事故発生時の対応 
④休廃止の届出・便宜提供等 
⑤個別サービス計画作成 
⑥運営規定の説明・同意 
⑦提供拒否の禁止  など 

※１ 支障がない場合、当該事業所の他の職務又は同一 
  敷地内の他事業所等の職務に従事可能。 
※２ 10人以下の場合は、不要とすることができる。 
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種別 
第１号訪問事業訪問介護 
（現行の介護予防訪問介護に相当） 

第１号通所事業通所介護 
（現行の介護予防通所介護に相当） 

単
価 

単価設定の単位 １月あたり 

単価 

①要支援１・２ 
 ・週１回程度 １，１６８単位 
 ・週２回程度 ２，３３５単位 
②要支援２ 
 ・週２回を超える程度 ３，７０４単位 

①要支援１ 
 ・週１回程度  １，６４７単位 
②要支援２ 
 ・週２回程度  ３，３７７単位 

加算・減算 

①初回加算 
②生活機能向上連携加算 
③介護職員処遇改善加算 
④同一建物減算  など 

①運動機能向上加算 
②栄養改善加算 
③口腔機能向上加算 
④事業所評価加算 
⑤介護職員処遇改善加算 
⑥同一建物減算  など 

利用者負担 １割または２割 

支給限度額管理 有り 

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

単
価 

単価設定の単位 １月あたり 

単価 介護予防ケアマネジメントＡ   ４３０単位 

加算 
①初回加算  ３００単位 
②介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算  ３００単位 

利用者負担 なし 

担当者 登別市地域包括支援センター（３箇所） 20 



平成２９年 

３月 
４月 

総合事業開始 
５月 ６月 

新規要支援認定者 

更
新
者 

H29.4.1更新 

H29.5.1更新 

H29.6.1更新 

H30.3.1更新 

総合事業の移行時期 

平成３０年 

２月 
３月 

完全移行 

更 新 

更 新 

更 新 

更 新 

予防給付 総合事業 

～ 

（１）新規要支援認定者 
  ・平成２９年４月１日以降の申請時から総合事業利用開始 
（２）更新時期に要支援認定更新をした方 
  ・平成２９年４月１日以降の要支援認定更新時から総合事業利用開始 
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総合事業の事業所指定について 

現在の 
指定状況 

指定日 みなし指定 
第１号訪問事業 
訪問介護の指定 

第１号通所事業 
通所介護の指定 

介護予防 
訪問介護 

H27.3.31以前 あり  不要※ 

H27.4.1以降 なし 必要 

介護予防 
通所介護 

H27.3.31以前 あり  不要※ 

H27.4.1以降 なし 必要 

指定なし ― 必要 必要 

※平成３０年４月以降も現行相当サービスの実施を希望する場合は、平成２９年度中
に更新手続きが必要（更新申請の方法は平成２９年度中に周知予定） 

みなし指定 
 平成２７年３月３１日において介護予防訪問介護及び介護予防通所介護の指定を受けてい
る事業所においては、総合事業による指定事業所の指定をみなす（改正法附則第１３条）こ
ととされました。みなし指定の有効期間は平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日ま
でとなります。 
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介護予防訪問（通所）
介護事業所の指定 総合事業のみなし指定（Ｈ３０．３．３１まで有効） 

指定の有効期間は、指定を受けてから６年毎 

指定の有効期限について 

H27.3.31 H27.4.1 

みなし指定か否
かの境界線 

総合事業開始 

H29.4.1 H30.3.31 H30.4.1 

みなし 
指定終了 

介護予防訪問（通所）介護事業所 

総合事業のみなし指定事業所 

総合事業の指
定事業者 

Ｈ２９年度中に総合事業
の指定を受ける必要あり 

介護予防訪問（通所）
介護事業所の指定 

総合事業のみなし指定を受けていない事業所 
総合事業の指定事業者 
（指定を受けた日から６年毎に更新） 

（基本） 

（例１） 

（例２） 
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介護予防事業所と総合事
業事業所が混合する時期 

総合事業の指
定事業者 

Ｈ２８年度中に総合事業
の指定を受ける必要あり 



総合事業の指定の申請について 
（１）指定申請の受付期間 
 ①受付開始日   平成２９年１月１８日（水） 
 ②審査期間    申請後、おおむね１カ月間 
 ③指定日     平成２９年４月１日以降 
 ④事前協議    新規開設のみ必要（事前に高齢・介護グループにご連絡の上、日程調整 
          を行ってください。） 

指定申請書 
提出期限 

書類補正期間 現地確認及び決裁期間 指定日 

例
１ 

Ｈ２９．２．２８ Ｈ２９．３．１～１５ Ｈ２９．３．１５～３１ Ｈ２９．４．１ 

例
２ 

Ｈ２９．３．３１ Ｈ２９．４．３～１４ Ｈ２９．４．１７～２８ Ｈ２９．５．１ 

例
３ 

Ｈ２９．４．２８ Ｈ２９．５．１～１５ Ｈ２９．５．１５～３１ Ｈ２９．６．１ 

※あくまでスケジュール例であり、書類の不備等があれば指定が遅れることもあります。 

（２）手数料   無料 

（３）指定申請書及び変更届等の様式 
  市ホームページに掲載します。（平成２９年１月末を予定） 
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（１）定款 

 

 

 

 

 

 

（２）運営規程 

定款・運営規定・契約書の変更等について 

みなし指定
事業者 

・平成３０年３月末までに、定款の変更が必要です。 
・定款の変更にあたっては、指定介護予防訪問（通所）介護事業者の変更届出
書を高齢・介護Ｇに提出ください。（変更後１０日以内に提出） 

みなし指定
を受けてい
ない事業者 

・総合事業の指定申請時、定款が変更されている必要があります。 
・指定申請時に、変更した定款を添付してください。 

みなし指定
事業者 

・平成３０年３月末までに、運営規程の変更が必要です。 
・運営規程の変更にあたっては、指定介護予防訪問（通所）介護事業者の変更
届出書を高齢・介護Ｇに提出ください。（変更後１０日以内に提出） 
・総合事業のみ独立して作成しても、現在の（介護予防）訪問介護・通所介護
の運営規程を修正して一体のものとして作成しても、どちらでも構いません。 

みなし指定
を受けてい
ない事業者 

・総合事業の指定申請時、運営規程を作成（変更）のうえ、提出する必要があ
ります。 
・指定申請時に、作成（変更）した運営規程を添付してください。 
・総合事業のみ独立して作成しても、現在の（介護予防）訪問介護・通所介護
の運営規程を修正して一体のものとして作成しても、どちらでも構いません。 

25 



（３）契約書・重要事項説明書 

・契約書及び重要事項説明書を総合事業用に作成し、総合事業を利用する方に対し、サービス提
供時に随時契約をしてください。 

・従前の契約書、重要事項説明書に総合事業に関する事項を追加して作成しても構いません。 

 

 

（４）まとめ 

定款・運営規定・契約書の変更等について 

定款 運営規程 
契約書・重要事項説明

書 

みなし指定
事業者 

変更の必要あり 
（H30.3.31までに変更） 

変更の必要あり 
（H30.3.31までに変更） 

変更の必要あり 
（利用者が総合事業へ
移行するタイミングで
変更） 

みなし指定
を受けてい
ない事業者 

指定申請時までに作成の
必要あり 

指定申請時までに作成の必
要あり 

変更の必要あり 
（利用者が総合事業へ
移行するタイミングで
変更） 
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定款等の変更内容について 

（２）定款、運営規程、契約書、重要事項説明書の例示文 

現行 変更例 

介護予防訪問介護 介護保険法に基づく介護予防訪問介護又は第１号訪問事業 

介護予防通所介護 介護保険法に基づく介護予防通所介護又は第１号通所事業 

注１）これらは文面案の例示であって、この文面案により生じた損害等を登別市が負担する
ものではありません。 

注２）他市町村の被保険者が利用し、平成３０年３月末まで「介護予防訪問介護」、「介護
予防通所介護」を実施する場合も考えられますので、それまでは「介護予防訪問介護」、
「介護予防通所介護」を削除しないでください。 

注３）医療法人や社会福祉法人等の所管庁、監督官庁のある法人は、直接ご確認ください。
定款等の記載内容によっては変更の必要がない場合があります。 

27 

（１）介護保険法改正によるサービス名称の変更 

 ・介護予防訪問介護 ⇒ 第１号訪問事業 

 ・介護予防通所介護 ⇒ 第１号通所事業 



サービスコード種別 

サービス種別 

第１号訪問事業訪問介護 第１号通所事業通所介護 
介護予防ケア
マネジメント 

みなし指定 新規指定 みなし指定 新規指定 

コード種別 Ａ１ Ａ２ Ａ５ Ａ６ 
外付けシステ

ム使用 

※実際のサービスコードについては、別途、連絡します。 
（平成２９年２月中旬に市ホームページで掲載を予定） 

 事業費の請求については、従前どおり国保連合会を通じて請求することとなりますが、請
求コードが変更となります。 
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申請区分等 

現行 平成２９年４月 ～ 

原則の認定 
有効期間 

認定可能な認定 
有効期間の範囲 

原則の認定 
有効期間 

認定可能な認定 
有効期間の範囲 

新規申請 ６か月 ３か月～１２か月 ６か月 ３か月～１２か月 

区分変更申請 ６か月 ３か月～１２か月 ６か月 ３か月～１２か月 

更
新
申
請 

要支援 ⇒ 要支援 １２か月 ３か月～１２か月 １２か月 ３か月～２４か月 

要支援 ⇒ 要介護 ６か月 ３か月～１２か月 １２か月 ３か月～２４か月 

要介護 ⇒ 要支援 ６か月 ３か月～１２か月 １２か月 ３か月～２４か月 

要介護 ⇒ 要介護 １２か月 ３か月～２４か月 １２か月 ３か月～２４か月 

 平成２９年４月以降は要介護認定における更新申請の有効期間が、次のとおり原則１２か月 
（有効期限の延長は上限２４か月）となります。 

要介護認定有効期間の延長 
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介護予防ケアマネジメント費と介護予防
支援費の区分 

区分 支給限度額 
給付管理の対象となる

サービス 
介護予防ケアマネ

ジメント費 
介護予防支援費 

要支援１ ５，００３単位 

総合事業 ○ 

総合事業＋予防給付 ○ 

予防給付 ○ 

要支援２ １０，４７３単位 

総合事業 ○ 

総合事業＋予防給付 ○ 

予防給付 ○ 

 要支援者については、次のとおり給付管理を行う。なお、総合事業における訪問型サービス
及び通所型サービスのみを利用する場合は、介護予防ケアマネジメント費として請求し、それ
以外の場合は介護予防支援費での請求となります。 
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注１）従来の介護予防支援と同様に、業務の一部を指定居宅介護支援事業所へ委託可能です。 



総合事業の月額報酬の日割請求① 

月途中の事由 起算日※２ 

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ） 
・区分変更（事業対象者→要支援） 

変更日 

・区分変更（要介護→要支援） 
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１） 
・事業開始（指定有効期間開始） 
・事業所指定効力停止の解除 

契約日 

・利用者との契約開始 契約日 

・介護予防訪問介護の契約解除（月額報酬対象サービスが、訪問型サービス（みなし・独
自）の場合） 
・介護予防通所介護の契約解除（月額報酬対象サービスが、通所型サービス（みなし・独
自）の場合） 

契約解除日の
翌日 

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護の退居（※１） 退居日の翌日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除（※１） 契約解除日の
翌日 

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護の退所（※１） 退所日の翌日 

（厚生労働省老健局介護保険計画課：介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について（確定版） 
Ⅰ－資料９から抜粋） 31 

介護予防・日常生活支援総合事業 
・訪問型サービス（みなし・独自）   ・通所型サービス（みなし・独自） 
 ※月額包括報酬の単位とした場合 

開 始 



総合事業の月額報酬の日割請求② 

月途中の事由 起算日※２ 

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ） 
・区分変更（事業対象者→要支援） 

変更日 

・区分変更（事業対象者→要介護） 
・区分変更（要支援→要介護） 
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１） 
・事業廃止（指定有効期間満了） 
・事業所指定効力停止の開始 

契約日 
 
（廃止・満了日・開始
日） 

・利用者との契約解除 契約解除日 

・介護予防訪問介護の契約開始（月額報酬対象サービスが、訪問型サービス（み
なし・独自）の場合） 
・介護予防通所介護の契約開始（月額報酬対象サービスが、通所型サービス（み
なし・独自）の場合） 

サービス提供日の前日 

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護の入
居（※１） 

入居日の前日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開始（※１） サービス提供日（通い、
訪問又は宿泊）の前日 

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護の入所（※１） 入所日の前日 

（厚生労働省老健局介護保険計画課：介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について（確定版） 
Ⅰ－資料９から抜粋） 
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終 了 



総合事業の月額報酬の日割請求③ 

（厚生労働省老健局介護保険計画課：介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について（確定版） 
Ⅰ－資料９から抜粋） 33 

居宅介護支援費   介護予防支援費   介護予防ケアマネジメント費 
日割り計算用サービスコードがない加算 

月途中の事由 

・日割りは行わない。 
・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事業者のみ月額包括報酬の算定を可能とする（※１） 
・月の途中で、要介護度に変更がある場合は、月末における要介護度に応じた報酬を算定するものとする。 
・月の途中で、利用者が他の保険者に転出する場合は、それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可
能とする。 

※１ただし、利用者が月の途中で他の保険者に転出する場合を除く。月の途中で、利用者が他の保険者に
提出する場合は、それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。なお、保険者とは、政令
市又は広域連合の場合は、構成市区町村ではなく、政令市又は広域連合を示す。 
※２終了の起算日は、引き続き月途中からの開始事由がある場合についてはその前日となる。 



住所地特例とは 

 介護保険の被保険者は、住所地の市町村が保険者となることが原則ですが、「住所地特例対
象施設」入所等し、その施設の所在地に住所を移した場合、例外として施設入所等前の住所地
の市町村が引き続き保険者となる制度のこと。（介護保険法第１３条参照） 

（住所地特例対象施設） 

・介護保険施設・・・介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

・特定施設・・・有料老人ホーム、軽費老人ホーム 

・養護老人ホーム 

総合事業の住所地特例等について① 

登別市に住居する住所地特例対象者 

事例 Ａ市から登別市内の住所地特例対象施設へ入所等し、介護予防・生活
支援サービス事業を受ける場合 

認定申請時 Ａ市 

被保険者証発行 Ａ市 

ケアマネジメント 登別市地域包括支援センター 

利用できるサービス 登別市のサービス 

事業者指定 登別市 

費用負担 Ａ市 34 



≪参考≫遠隔地居住者の場合 

総合事業の住所地特例等について② 

Ａ市に住所を有し、登別市に居住する者 

事例 Ａ市に住所を有する者が、登別市で介護予防・生活支援サービス事業
を受ける場合 

認定申請時 Ａ市 

被保険者証発行 Ａ市 

ケアマネジメント Ａ市の地域包括支援センター等 

利用できるサービス Ａ市のサービス 

事業者指定 Ａ市（登別市の事業者は、Ａの指定が必要） 

費用負担 Ａ市 
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ご清聴ありがとうございました。 


